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研究成果の概要（和文）： 
 本研究では、東・東南アジア地域の生産ネットワークの拡大・深化に国際間の移転費用がど
のように影響しているのかについて分析した。フラグメンテーション理論では、生産工程の分
散立地とネットワークの深化はサービスリンクコストと呼ばれる一種の移転費用が低下するこ
とによって可能となる、とする。これを確認するため実証研究を行った結果、定量化の困難さ
などから航空運輸に関する移転費用に焦点を絞ったものの、東・東南アジア地域の移転費用が
他地域の同種の研究と比較して有意に小さいこと、及び移転費用の大小が国際航空運輸フロー
に大きな影響を与えていることが明らかとなった。両方の結果を綜合すると、東・東南アジア
地域の移転費用が他地域よりもかなり低くなっていることが、当該地域の生産ネットワークの
拡大及び相互依存関係の深化に寄与していることが示唆される、といえるだろう。 
 
研究成果の概要（英文）： 
  In this study, we investigate the relationship between international production / 
distribution network in East / Southeast Asian region and international transaction cost 
in this regions. Empirical investigations for international air transportation services 
cost suggest that, (1) small transaction cost should be beneficial for facilitating the 
international air transportation flows, and (2) transaction cost related to the 
international air transportation services is relatively small in East / Southeast Asian 
region than that in other regions. These two results imply that small transaction cost 
is one of the main reasons why international production / distribution network is so widely 
constructed in East / Southeast Asia, and why intra-regional interdependence is so deeply 
facilitated in this region.  
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１．研究開始当初の背景 
 研究開始当時より東・東南アジア地域にお
いて貿易・直接投資の増加にもとづく域内生
産ネットワークの構築、緊密化が域内の相互
依存関係を促進させ、成長の一要因となって
いることは指摘されていた。このような現象
を説明する重要な理論のひとつに Deardorff 
(1998)や Arndt and Kierzkowski (2001)など
により深化、発展したフラグメンテーション
理論がある。企業が生産工程を工程ごとに小
さな単位（フラグメント）に分割し、それぞ
れの工程の単位で立地を最適化し、要素賦存
の差などからくるメリットを最大限に享受
しようとしている、という考え方である。 
 この理論では、「サービスリンクコスト」
と呼ばれる工程間（企業間）の移転費用の低
下が分散立地に不可欠であるとされる。東・
東南アジア地域では、開放政策による貿易・
移動コストの低下や ASEAN や各国の FTA によ
るコミュニケーションコストなどのさまざ
まな形の移転費用が低下傾向にあり、それが
この地域の生産ネットワークの確立に役立
っているのではないか、という推測は当時既
に Kimura and Ando (2006)その他により行わ
れており、直観的には正しいのではないかと
考えられていたが、実際に移転費用が低下し
ていること、およびそれと生産ネットワーク
構築との間に関係があること、を実証的に確
認した研究は存在していなかった。そのため、
理論的示唆と実証研究による確認との間に
断絶があり、いわゆる「ミッシング・リンク」
をつなぐ研究が必要であった。その意味で、
本研究は理論と現実経済のギャップをある
程度埋める野心的な研究であると考えた。 
 
２．研究の目的 
 このような当時の状況を受け、本研究では、
フラグメンテーション理論が成立するため
の重要なパーツである「サービスリンクコス
ト」が、実際に低下し、それが東・東南アジ
ア地域の実際の経済において生産ネットワ
ークの確立と相互依存関係の深化に寄与し
ているのか、を実証的に確認し、もって理論
的示唆と現実経済の事象との断絶を埋める
ことを目的とした。 
 そのためには、まず定量的に観測すること
が困難である移転費用の一種であるサービ
スリンクコストが実際に減少しているのか
をある程度定量的に、客観的に確認すること
と、その減少が当該地域の生産ネットワーク
深化に何らかの関係を持っているのかを実
証的に分析することの両面の分析が必要で
あった。 
 
３．研究の方法 
 実際の研究プロジェクトは、以下の段階を

踏んで行われた。 
(1) データベースの構築 
 本研究のためには、まず当該地域の生産ネ
ットワークの構築状況を確認する必要があ
る。そのため、まず各種の市販データベース
を利用し、この地域の域内外貿易、及び多国
籍企業の進出状況、立地などに関するデータ
ベースを構築した。同時に、移転費用の一種
であるサービスリンクコストの実態把握の
ために、各種政策・制度の調査を行った。 
 
(2) サービスリンクコストの定量化と実態
把握、及び計量的分析 
 貿易・直接投資データの収集による生産ネ
ットワークに関するデータセットの構築と
実態把握が完了するとともに、本来の目的で
ある移転費用（サービスリンクコスト）の定
量化と測定、及びそれが当該地域経済に与え
る影響に関する計量的分析を行った。具体的
には、サービスリンクコストといってもさま
ざまなコストが含まれるため、航空運輸サー
ビスのコストに焦点を当て、東アジア地域で
の航空輸送コストの測定を行った。 
 その際に、航空運輸コストとして一般的に
利用される航空運賃などではなく、できるだ
け「目に見えない」コストを包括的に把握す
るため、国境効果の計測を通じたコストの定
量化を行った。同時に、航空運輸サービスに
関する制度・政策の把握とその自由化の進展
についても調査を行った。 
  
４．研究成果 
 ３年間の研究により、以下の成果が得られ
た。 
 
(1) 研究基盤としての生産ネットワーク及
び移転費用に関するデータベースの構築 
 東・東南アジア地域に関する域内外貿易、
直接投資に関するデータベースを作成した
ことにより、当該地域の生産ネットワークの
拡大と深化をある程度把握することが可能
になった。それとともに、これまで定量化が
困難であるため試みられることがなかった
サービスリンクコスト（移転費用）を、その
一部分ではあるものの数値化し、定量的評価
が可能な状態にすることができた。これらの
データベースは研究基盤として、今後さまざ
まな研究に応用可能な資産となるはずであ
る。 
 
(2) サービスリンクコストに関する実証研
究の蓄積。とくに東・東南アジア地域におい
てサービスリンクコスト（移転費用）が少な
くなっていることの確認とそれが経済に与
える影響に関する示唆。 
 構築したデータベースを用いた当該地域



のサービスリンクコストに関する実証研究
を行うと同時に、当該地域の貿易・投資・サ
ービスその他の移転費用に関わる各種政
策・制度の実情の調査を行い、研究雑誌、学
会発表などの論文を作成した。特に、移転費
用の一部である輸送コスト（中でも航空運輸
に関するコスト）に焦点を当てて分析を行っ
た。 
 制度・政策に関する調査からは、現行の航
空運輸サービスの国際的な制度は WTOのサー
ビス貿易協定ではなく、戦後すぐに作られた
国際航空協定（シカゴ・バミューダ体制）に
基盤をおいているため、貿易自由化、あるい
は国際間の輸送の効率化、という観点からは
問題があることがわかった。その意味では輸
送コストという意味での移転費用は当該地
域に限らずそれほど小さいとはいえない。し
かし、近年、２国間の航空協定（いわゆるオ
ープンスカイ協定）や、同種の自由化協定が
積極的にこの地域でも結ばれ、結果として移
転費用が減少していることが明らかとなっ
た。 
 国際航空運輸サービスのデータを用いて
航空移動に関する国境効果を計測する実証
分析、及び各種制度が航空輸送のフローに与
える影響に関する決定要因分析などの実証
研究からは、これらの制度的費用、およびよ
り包括的な移転費用が、国際航空フローに対
して大きな影響を与えており、移転費用の低
下が航空輸送の活性化、フローの増大をもた
らすことが確認できた。同時に、東アジア地
域において、国境効果により計測される移転
費用の大きさが他地域の同種の研究で計測
されるものより優位に小さい（あるいは小さ
くなっている）ことも確認された。両方の分
析結果を綜合すると、航空輸送に関する移転
費用に限定されてはいるものの、移転費用の
低下は国際間の移動を促進する効果がある
ため、それを通じて生産ネットワークの深化、
拡大がおこる可能性があることがしさされ
る。とくに、東アジアにおいては航空運輸に
関するサービスリンクコストが小さくなっ
ていることから、この地域における域内フロ
ーの増大が当該地域の生産ネットワークの
構築及び相互依存関係の深化に寄与してい
る可能性が示唆されたといえる。 
 ただし、今回の分析においては、移転費用
（サービスリンクコスト）のすべてのものを
分析対象にすることができず、航空運輸に絞
らざるを得なかった。また、移転費用と生産
ネットワークの深化との直接の関係を計量
的に分析することができなかった。そのため、
上記の結果はあくまで「示唆される」にとど
まるかもしれず、その点については今後の改
善が必要であろう。 
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